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実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

1 総
開発行為の指導
業務

開発事業者等に対し良好
な居住環境を形成できる
よう、茅ヶ崎市のまちづ
くりにおける手続き及び
基準等に関する条例によ
り適切な指導を行う。

民間の
開発事
業者等

政
策

安全対策
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

1
開発行為の指導
業務

安全対策
課

申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の
設置

申請受付件数
／年

８０件 ６２件

申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の
設置

申請受付件数
／年

80件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の指導
業務

o0
安全対策

課

現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の
設置

検査件数／年 ８０件 ６２件

現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の
設置

検査件数／年 80件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の指導
業務

安全対策
課

開発行為により
設置された防犯
灯を市管理へ移
管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

５０灯 ３２灯

開発行為により
設置された防犯
灯を市管理へ移
管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

50灯
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
特定開発事業に
おける公益的施
設の整備

秩序あるまちづくりの促
進を図る

特定開
発事業

者

義
務

都市計画
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

2

特定開発事業に
おける公益的施
設の整備

都市計画
課

条例に基づき設
置される自動車
駐車場、荷さば
き駐車場の整備
に係る指導、確
認

協議書の適正
処理率（年間
協議件数）

１００％
（年３０
件）

14件

条例に基づき設
置される自動車
駐車場、荷さば
き駐車場の整備
に係る指導、確
認

協議書の適正
処理率（年間
協議件数）

１００％
（年３０
件）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
駐車場法に基づ
く路外駐車場に
係る届出等

駐車場法に基づく届出で
道路交通の円滑化を図
り、公衆の利便や都市機
能の維持、増進を図る

設置者
義
務

都市計画
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3

駐車場法に基づ
く路外駐車場に
係る届出等

都市計画
課 届出の受理事務

届出の適正処
理率（年間受
理件数）

１００％
（年０～
１件

1件 届出の受理事務
届出の適正処
理率（年間受
理件数）

１００％
（年０～
１件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総 防犯灯事業

防犯灯の新設や維持管理
を行うことにより、夜間
の犯罪及び交通事故等を
防止することを目的とし
ている。

市民及
び市内
事業

者、来
訪者等

政
策

青色防犯灯等
導入による効
果的な防犯対
策の実施

安全対策
課

72,809
活動指標を達成し、
成果があがった。 Ａ 67,748 6 防犯灯事業 未 高 高 高 拡大 なし

増
や
す

4 防犯灯事業
安全対策

課

電気料の支払い
業務
（電気料負担金
支出も含む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

41,423

電気料の支払い
業務
（電気料負担金
支出も含む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

37,897 6 防犯灯事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 防犯灯事業
安全対策

課

修繕管理
（修繕負担金支
出も含む）

四半期

第１四半
期…７月
第２四半
期…１０
月
第３四半
期…１月
第４四半
期…４月

第１四半
期…７月
第２四半
期…１０
月
第３四半
期…１月
第４四半
期…４月

26,864
修繕管理
（修繕負担金支
出も含む）

四半期

第1四半
期…７月
第2四半
期…10
月
第3四半
期…1月
第4四半
期…4月

25,394 6 防犯灯事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 防犯灯事業
安全対策

課

市民要望の取り
まとめ及び新設
工事発注・確認
検査
青色防犯灯・照
度の高い灯具の
導入を実施

設置要望達成
率
設置箇所数／
要望箇所数=
達成率%

１００％ １００％ 4,522

市民要望の取り
まとめ及び新設
工事発注・確認
検査
青色防犯灯・照
度の高い灯具の
導入を実施

設置要望達成
率
設置箇所数／
要望箇所数=
達成率%

100％ 4,457 6 防犯灯事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

5 総 防犯対策事業

市民の防犯に対する意識
を高め、自主防犯活動を
活性化させることによ
り、犯罪の防止や抑制を
促進することを目的とし
ている。

市民
政
策

自主防犯ネッ
トワーク活動
への支援

安全対策
課

1,083

防犯活動団体の活動
を支援し成果があっ
た。茅ヶ崎・寒川犯
罪ゼロ推進会議を開
催、地域防犯活動を
推進した。

Ａ 1,566 5 防犯対策事業 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5 防犯対策事業
安全対策

課

防犯パトロール
物品の貸与等の
活動支援

物品貸与自主
防犯活動団体
数

３５団体 ３８団体 1,083
防犯パトロール
物品の貸与等の
活動支援

物品貸与自主
防犯活動団体
数

38団体 1,566 5 防犯対策事業
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 2/6

実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

5 防犯対策事業
安全対策

課
茅ヶ崎・寒川犯
罪ゼロ推進会議

会議回数／年 ２回 ２回 0
茅ヶ崎・寒川犯
罪ゼロ推進会議

会議回数／年 2回 5 防犯対策事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
防犯ネットワー
ク支援事業

多くの市民が自主防犯活
動に参加できる環境づく
りを行うため、自主防犯
ネットワークを構築す
る。

市民
政
策

自主防犯ネッ
トワーク活動
への支援

安全対策
課

50

市民との協働事業の
目標を達成し、防犯
ネットワーク会議を
構築した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

6
防犯ネットワー
ク支援事業

安全対策
課

防犯ネットワー
ク構築のための
協働団体との準
備作業

協働団体の準
備会議及び防
犯ネットワー
ク会議の開催
回数

９回 ９回 50

防犯団体の情報
の掌握とガイド
ブックの作成及
び防犯ネット
ワーク会議等の
開催

防犯ネット
ワーク会議の
開催回数

3回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
防犯関係団体育
成事業

防犯に関する団体を支援
することにより、防犯意
識の高揚を図り、安全で
安心なまちを構築する。

防犯関
係団体

政
策

安全対策
課

435
活動費を助成すると
ともに連携した活動
を実施した。

Ａ 435 未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

7
防犯関係団体育
成事業

安全対策
課

団体への負担金
支出

団体数及び金
額

２団体
435,00
0円

２団体
435,00
0円

435
団体への負担金
支出

団体数及び金
額

2団体
435,00
0円

435
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 23

茅ヶ崎・寒川暴力団
排除推進協議会負担
金及び茅ヶ崎・寒川
防犯協会補助金を減
額する。

減
ら
す

7
防犯関係団体育
成事業

安全対策
課 会議への参加 会議回数 ３回 ３回 会議への参加 会議回数 3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
香川駅前交番等
の整備について
の検討

香川地区の都市化の進展
に伴う交通事故や犯罪の
増加を防止するため、関
係機関に対し交番新設を
要望する。

市民
政
策

交番の設置促
進

企画調整
課

適切に事務を行って
おり、今後成果が期
待される。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

8

香川駅前交番等
の整備について
の検討

企画調整
課 県への要望活動

要望及び協議
の実施回数

年１回 １回 県への要望活動
要望及び協議
の実施回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
交通安全計画の
推進

交通安全対策基本法に基
づき策定した茅ヶ崎市交
通安全計画を指針とし、
交通対策施策に取り組
み、交通環境を良好に保
持し、交通事故を防止、
交通事故死亡者を限りな
くゼロに近づけることを
目的とする。

市民、
関係機
関、団
来等

義
務

安全対策
課

施策の取り組み状況
教唆を実施、各課に
おける事業の進捗状
況を把握した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
交通安全計画の
推進

安全対策
課

交通安全計画の
施策の推進

施策の取り組
み状況調査

年１回 １回
交通安全計画の
施策の推進

施策の取り組
み状況調査

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
交通指導員の活
動事業

交通指導員の様々な活動
支援を通じて、交通安全
思想の普及高揚に努め、
交通事故から市民の生命
を守り、安全・安心なま
ちづくりを目的にしてい

市民及
び市内
事業者

政
策

安全対策
課

7,405

指導員業務について
は活動目標を達成し
ているが、定数に達
していない。

Ａ 8,260 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10
交通指導員の活
動事業

安全対策
課

茅ヶ崎市交通指
導員の職務を遂
行するため、委
託業務として、
茅ヶ崎地区交通
安全協会を受託
者と指定し指導
員業務を実施す
る。

交通指導員出
動回数／年

1,200回 1,412回 4,610

茅ヶ崎市交通指
導員の職務を遂
行するため、委
託業務として、
茅ヶ崎地区交通
安全協会を受託
者と指定し指導
員業務を実施す
る。

交通指導員出
動回数／年

1,200回 4,610
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

10
交通指導員の活
動事業

安全対策
課

茅ヶ崎市交通安
全指導員の委嘱
等事務

委嘱人数 １３０人 ７５人 2,795
茅ヶ崎市交通安
全指導員の委嘱
等事務

委嘱人数 130人 3,650
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

11 総

交通安全・防犯
市民総ぐるみ運
動推進大会及び
各種交通安全運
動の実施

交通安全や防犯について
の普及啓発運動を展開す
ることにより、交通安全
や防犯の意識を高めると
ともに市民の自主活動を
促し、安全・安心なまち
づくりを推進することを
目的とする。

市民及
び市内
事業者

政
策

安全対策
課

2,115
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 1,406 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

11

交通安全・防犯
市民総ぐるみ運
動推進大会及び
各種交通安全運
動の実施

安全対策
課

交通安全・防犯
市民総ぐるみ運
動推進大会の開
催

事業開催数 ３回 ３回 221

交通安全・防犯
市民総ぐるみ運
動推進大会の開
催

事業開催数 3回 310
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

11

交通安全・防犯
市民総ぐるみ運
動推進大会及び
各種交通安全運
動の実施

安全対策
課

交通安全街頭
キャンペーンの
実施等(4回／年)

街頭キャン
ペーン参加市
民数／年

7,200人
10,000
人

1,894
交通安全街頭
キャンペーンの
実施等(5回／年)

街頭キャン
ペーン参加市
民数／年

9,500人 1,096
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

12 総
交通規制等の要
望

自治会等からの交通規制
等の要望を警察と協議
し、交通安全対策や交通
事故防止を促進する。

地域住
民や在
住の事
業者、
PTA等

政
策

安全対策
課

活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

12
交通規制等の要
望

安全対策
課

警察等の関係機
関と要望等の調
整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

８０件 ９７件
警察等の関係機
関と要望等の調
整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

80件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総

交通安全教育の
実施
（交通安全教
室）

交通安全教室を開催する
ことにより、交通安全の
大切さを理解してもら
い、一人一人が交通ルー
ルやマナーを守り、交通
事故を防止することを目
的とする。

市民及
び市内
事業者

政
策

安全対策
課

6,714
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 7,237 3
交通安全教育
の実施

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

13

交通安全教育の
実施
（交通安全教
室）

安全対策
課

教育指導員の勤
務日数

一人当たりの
出勤日数／年

１６０日 １６０日 2,906
教育指導員の勤
務日数

一人当たりの
出勤日数／年

160日 2,880 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13

交通安全教育の
実施
（交通安全教
室）

安全対策
課

交通安全指導事
業計画の策定、
教育指導員の研
修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

３回 ３回 13

交通安全指導事
業計画の策定、
教育指導員の研
修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

3回 18 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13

交通安全教育の
実施
（交通安全教
室）

安全対策
課

交通安全教室等
の開催

教室等開催回
数／年

２５０回 ２９４回 3,795
交通安全教室等
の開催

教室等開催回
数／年

280回 4,339 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
交通安全注意・
警告用立看板等
の設置

地域住民等からの要望に
より交通安全注意喚起看
板等を整備し、未然に交
通事故の防止を図ること
を目的としている。

全市民
政
策

安全対策
課

1,763
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 1,931 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14

交通安全注意・
警告用立看板等
の設置

安全対策
課

交通安全警告・
注意看板の作
成・設置

看板枚数／年 １２０枚 １２８枚 1,763
交通安全警告・
注意看板の作
成・設置

看板枚数／年 140枚 1,931
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総

通学路安全対策
事業（電柱巻表
示板・連絡調整
会議）

小中学校の通学路におけ
る安全対策に関する施策
を実施し、学童の交通安
全に資することを目的と
する。

小中学
校の児
童・生

徒

政
策

安全対策
課

112
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 962 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15

通学路安全対策
事業（電柱巻表
示板・連絡調整
会議）

安全対策
課

電柱巻の通学路
表示板設置及び
撤去

新設、撤去箇
所数／年

100箇所 ３２箇所 112
電柱巻の通学路
表示板設置及び
撤去

新設、撤去箇
所数／年

275箇所 962 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15

通学路安全対策
事業（電柱巻表
示板・連絡調整
会議）

安全対策
課

茅ヶ崎市交通安
全対策連絡調整
会議

会議回数／年 ４回 ６回
茅ヶ崎市交通安
全対策連絡調整
会議

会議回数／年 ４回 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
交通安全関係団
体育成事業

交通安全に関わる関連団
体の育成し、交通安全事
業の推進に寄与すること
を目的としている。

県、湘
南交通
安全対
策協議
会及び
安全協
会、安
全運転
管理者

会

政
策

安全対策
課

1,193
活動費を助成すると
ともに連携した活動
を実施した。

Ａ 1,193 未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

16
交通安全関係団
体育成事業

安全対策
課

各種団体におけ
る相互の情報交
流・安全運転管
理者団体の活動
支援

関係団体会議
参加回数／年

１０回 １１回 1,193

各種団体におけ
る相互の情報交
流・安全運転管
理者団体の活動
支援

関係団体会議
参加回数／年

10回 1,193
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 23
茅ヶ崎安全運転管理
者会補助金を減額す
る。

減
ら
す
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実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

17 総
放置自転車対策
事業

安全で良好な歩行空間を
確保し、交通の円滑化を
図ると共に、駅前広場を
中心とした茅ヶ崎駅周辺
の美観の向上と非常時に
おける緊急活動の円滑化
を図り、安全で快適な市
民生活を確保することを
目的としている。

市民及
び駅周
辺に自
転車で
来訪す
る人々

政
策

安全対策
課

56,746
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 56,726 7
放置自転車対
策事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
放置自転車対策
事業

安全対策
課

放置自転車の撤
去業務

放置自転車の
撤去台数／年

5,000台 5,371台 7,816
放置自転車の撤
去業務

放置自転車の
撤去台数／年

5,000台 8,027 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
放置自転車対策
事業

安全対策
課

放置自転車の処
分・リサイクル
業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
2,595台
(前年度
実績5％
減)
リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%

処分
1,994台
リサイク
ル320台

1,126
放置自転車の処
分・リサイクル
業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
2,500台
リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%
増)

1,575 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
放置自転車対策
事業

安全対策
課

啓発員による違
法自転車駐車の
指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

34,000
時間

34,437
時間

30,393
啓発員による違
法自転車駐車の
指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

34,000
時間

31,187 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
放置自転車対策
事業

安全対策
課

保管場所及び集
積場所運営維持
管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

2,750台
(撤去台
数目標×
55%返
還率）

3,040台 11,259
保管場所及び集
積場所運営維持
管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

2,750台
(撤去台
数目標×
55%返
還率）

11,117 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
放置自転車対策
事業

安全対策
課

北茅ヶ崎・香川
自転車置場管理
運営業務

自転車駐車台
数／日平均

1,700台 1,642台 6,152
北茅ヶ崎・香川
自転車置場管理
運営業務

自転車駐車台
数／日平均

1,700台 4,820 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

18 総
自転車駐車場管
理運営事業

駅周辺における市営有料
自転車駐車場を市民ニー
ズを取り入れ運営するこ
とによる利用の拡大を図
り、放置自転車を一掃し
駅周辺における交通環境
と居住環境の向上を促進
することを目的とする。

政
策

安全対策
課

75,555
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 72,064 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
自転車駐車場管
理運営事業

安全対策
課

都市施設公社に
よる自転車駐車
場の効率的な運
営

自転車駐車場
利用台数／年

890,00
0台

890,29
3台

都市施設公社に
よる自転車駐車
場の効率的な運
営

自転車駐車場
利用台数／年

890,00
0台

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

18
自転車駐車場管
理運営事業

安全対策
課

自転車駐車場の
借上及び管理

施設数 ９箇所 ９箇所 75,555
自転車駐車場の
借上及び管理

施設数 9箇所 72,064
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

19 総
駅周辺における
民営自転車駐車
場助成整備事業

茅ヶ崎駅や辻堂駅の南側
では、自転車駐車場の需
要が高く供給が不足して
いるため、民間の自転車
駐車場建設希望者に対し
助成することを目的とし
ている。

民間の
自転車
駐車場
建設希
望者

政
策

民間自転車駐
車場施設への
助成

安全対策
課

市民ニーズはあり今
後成果が見込める Ｂ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

19

駅周辺における
民営自転車駐車
場助成整備事業

安全対策
課

民営自転車駐車
場建設の補助助
成（賃貸借も含
む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

５件 ２件

民営自転車駐車
場建設の補助助
成（賃貸借も含
む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

1件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
香川駅周辺の自
転車駐車場整備
事業

現在策定された香川駅周
辺まちづくり整備計画の
中で、短期整備事業と位
置付けられた、西口自転
車駐車場の建設、整備を
目的とする。

香川駅
を利用
する通
勤通学
者や買
い物等
で駅周
辺等へ
自動車
で来訪
する
人々

政
策

駅周辺部への
自転車駐車場
の整備

安全対策
課

177,540
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 156,124 1
香川駅周辺の
自転車駐車場
整備事業

完

20

香川駅周辺の自
転車駐車場整備
事業

安全対策
課

（仮称）香川自
転車駐車場整備

不動産鑑定委
託及び土地開
発公社保有分
用地購入費

鑑定1回
購入用地
7筆

鑑定1回
購入用地
9筆

177,540
（仮称）香川自
転車駐車場整備

自転車駐車場
建設及び土地
開発公社保有
分用地購入費

建設及び
購入用地
6筆

156,124 1
香川駅周辺の
自転車駐車場
整備事業
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実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

21 総
駅南口新規自転
車駐車場整備

茅ヶ崎駅南側で供給が不
足している自転車駐車場
の整備を目的とする。

政
策

安全対策
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 2
駅南口新規自
転車駐車場整
備事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

21
駅南口新規自転
車駐車場整備

安全対策
課

自転車駐車場整
備候補地の確保

候補地確保の
ための交渉

2箇所 2箇所
自転車駐車場整
備候補地の確保

候補地確保の
ための交渉

1箇所 2
駅南口新規自
転車駐車場整
備事業

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
増
や
す

22 総
自動車駐車場運
営管理事業

茅ヶ崎駅周辺や茅ヶ崎海
岸を利用、来訪する市民
等に対して、安心して駐
車できる場所の提供と駅
周辺における違法駐車対
策を目的とする。

乗用車
で茅ヶ
崎駅を
利用す
る通勤
通学者

政
策

安全対策
課

8,318
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 10,163 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
自動車駐車場運
営管理事業

安全対策
課

指定管理者
（（財）都市施
設公社）による
自動車駐車場の
効率的な運営

自動車駐車場
利用台数／年

160,00
0台

161,42
6台

指定管理者
（（財）都市施
設公社）による
自動車駐車場の
効率的な運営

自動車駐車場
利用台数／年

160,00
0台

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

22
自動車駐車場運
営管理事業

安全対策
課

自動車駐車場の
借上及び管理

施設数 ２箇所 ２箇所 8,318
自動車駐車場の
借上及び管理

施設数 2箇所 10,163
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22
自動車駐車場運
営管理事業

安全対策
課

自動車駐車場の
効率的な運営の
ための打合せ会
議

打合せ会議
回数／年

6回 6回

自動車駐車場の
効率的な運営の
ための打合せ会
議

打合せ会議
回数／年

6回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
違法駐車等防止
啓発活動事業

駅周辺の違法駐車を防止
することにより、安全で
良好な歩行空間を確保
し、駅前広場を中心とし
た茅ヶ崎駅周辺の美観の
向上と非常時における緊

茅ヶ崎
駅周辺
での違
法駐車
運転者

政
策

安全対策
課

4,623
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 4,813 未 高 高 高 縮小 有り
減
ら
す

23
違法駐車等防止
啓発活動事業

安全対策
課

違法駐車防止啓
発活動（キャン
ペーンも含む）

啓発活動回／
年

512回 512回 4,322
違法駐車防止啓
発活動（キャン
ペーンも含む）

啓発活動回／
年

512回及
び駅周辺
駐車場
リーフ
レット作
成他

4,441
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

23
違法駐車等防止
啓発活動事業

安全対策
課

違法駐車車両実
態調査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

3,786台 3,419台 301
違法駐車車両実
態調査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

3,458台 372
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 23 回数を減らす
減
ら
す

24 総
都市施設公社自
主独立支援事業

指定管理者制度の導入に
伴い、今後の公社の進む
べき方向性を見つけ出し
独立支援を行うことを目
的としている。

（財）
茅ヶ崎
市都市
施設公

社

政
策

安全対策
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

24
都市施設公社自
主独立支援事業

安全対策
課

外郭団体の見直
し基本方針に基
づき都市施設公
社のあり方につ
いて検討を行
う。

打合せ会議
回／年

6回 6回

外郭団体の見直
し基本方針に基
づき都市施設公
社のあり方につ
いて検討を行
う。

打合せ会議
回／年

6回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
都市施設公社運
営事業

都市施設公社の円滑な運
営を行う

全市民
等

政
策

安全対策
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

25
都市施設公社運
営事業

安全対策
課

指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

１２回
指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年12回
（月1
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
都市施設公社運
営事業

安全対策
課

指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 １回
指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
都市施設公社運
営事業

安全対策
課

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 １回

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施
回数

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
都市施設公社運
営事業

安全対策
課

指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回 ２回
指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

年4回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 6/6

実施計画

第５次実施計画

416,461 416,461 390,628 390,628

実施計画
事業名

安全対策課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

安全対策課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

25
都市施設公社運
営事業

安全対策
課

指定管理者の選
定業務

施設数 ２施設 ２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

701 総
通学路安全対策
事業（学童等交
通誘導員）

小中学校の通学路におけ
る安全対策に関する施策
を実施し、学童の交通安
全に資することを目的と
する。

小中学
校の児
童・生

徒

政
策

安全対策
課

活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 完 終了

701

通学路安全対策
事業（学童等交
通誘導員）

安全対策
課

学童等交通誘導
員により登下校
の児童等の交通
安全を確保

市内配置箇所
数／年

２箇所 ２箇所

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

義
務

安全対策
課

現状維
持

888
災害応急対策活
動

安全対策
課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

５月 ５月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

5月

888
災害応急対策活
動

安全対策
課

災害時の交通安
全対策（災害等
発生時）

警察交通課と
の連携及び道
路被害状況の
収集、市民へ
の適切な情報
提供

随時 なし
災害時の交通安
全対策（災害等
発生時）

警察交通課と
の連携及び道
路被害状況の
収集、市民へ
の適切な情報
提供

随時

888
災害応急対策活
動

安全対策
課

防災安全部の災
害等の応急対策
に必要な職員の
配備

防災安全部の
災害等の応急
対策に必要な
職員の配備
（安全対策
課）

８名 ８名

防災安全部の災
害等の応急対策
に必要な職員の
配備

防災安全部の
災害等の応急
対策に必要な
職員の配備
（安全対策
課）

8名

888 総 庁内共通事務
内
部

安全対策
課

現状維
持


